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参考 1．都市を取り巻く状況 

 
 
戦後、飛躍的な人口の増加と経済成長の中で、急激に都市化が進展した。結果として、過去３

０年間でＤＩＤ面積は約２倍となったが、人口増加の伸び以上に市街地の面積が拡大してきたた

め、ＤＩＤ区域の人口密度についてはこれまで低下傾向が続いてきた(注)。 

特に、市街地周辺に広大な農地を控えていることが多い東北地方においては、近年の農業環境

の悪化から農家自らが農地の宅地転用を望むケースも見受けられ、市街地の低密度な拡大傾向に

拍車がかかっている。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
市街地の低密度な拡大と相まって、大規模ショッピングセンターや公共公益施設の郊外移転な

ど都市機能の分散化が進んだ。その結果として、中心市街地では居住人口が減少し、商業不振や

空き店舗・空き地の増加など中心市街地の衰退や空洞化に歯止めがかからない状態にある。 

このまま都市機能の郊外分散が進めば、中心市街地はその商業拠点としての機能を失うだけで

なく、長い歴史のなかで培ってきた地域の文化や歴史など、その都市の誇りやアイデンティティ

ーをも消失するおそれがある。 

 
 
 
 
 
 

0.8 倍

0.7 倍 1.9 倍 

2.1 倍 

低密度な市街地の拡大 

中心市街地の空洞化 

▲ＤＩＤ区域の人口密度の推移 
（資料：各年国勢調査） 

▲ＤＩＤ面積の推移 

（資料：各年国勢調査） 

▲郊外に展開される大型ショッピングセンター ▲シャッター通りとなった中心市街地 

注)DID 区域の人口密度について、全国値としては 1995 年(平成 7 年)以降増加に転じているが、東北地方につ

いては依然として減少傾向が続いている(2005 年国勢調査:全国 67.1 人/ha,東北 48.1 人/ha)。 
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自家用車の急速な普及（自動車保有台数の増加）に伴い、自家用車による移動の機会が増え、

その結果、自動車交通量（発生集中交通量）が大きく増加し、各地で交通渋滞などの問題を引き

起こしている。 

一方、移動手段として自動車への依存度が強い地方生活圏では、公共交通の利用率は年々減少

する一方であり、不採算路線の廃止など公共交通の衰退が進みつつある。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高い鉄道利用率 

高い自動車利用

モータリゼーションの進展 

▲東北主要都市の世帯当たり自動車保有台数 
と発生集中交通量の変化（S55→H11） 

（資料：道路交通センサス,（財）自動車検査登録協力会資料より作成） 

▲トリップ長別交通量と自動車保有台数および 
免許保有者数の推移 

（資料：平成16年度版道路経済調査データ集 

(発行:道路広報センター)より作成） 

（資料：東北運輸局） 

▲平成14年2月以降「乗合バス」の休廃止の届出

があった路線が存した市町村 (2005年3月時点) ▲交通手段別構成比の推移（平日）

（資料：全国パーソントリップ調査） 

「トリップ」とは、人がある目的をもって、ある地点からある地
点へと移動する単位を指す(１回の移動で複数の交通手段を利用
しても１トリップと数える)。また、１つのトリップの出発側と
到着側をそれぞれ「トリップエンド」といい、ある地域から発生
したトリップ数と、ある地域に到着したトリップ数の合計を、そ
の地域の発生集中交通量と呼ぶ。 

トリップ長 30km 未満の交通量が 
大きく増加(約 30 年間で 2.5 倍) 
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1997 年 12 月に気候変動枠組条約第 3 回締約国会議(COP3)で採択された京都議定書において、

二酸化炭層等の温室効果ガスの具体的な削減目標が設定され、日本は 2008 年から 2012 年までに

1990 年比 6%の削減を行うことが定められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低密度な市街地の拡大は、行政サービスの効率を低下させ、維持管理費や除排雪費の増大など

行財政への負担を招く。 

また、高度成長期に整備されてきた大量の社会資本がこれから更新時期を迎えることにより、

更新投資も急激に増加し、新規投資は大きな制約を受けることが予想される。 

右肩上がりの時代から安定成長の時代へと移行し、今後の人口減少を考慮すれば、税収の減少

などによる行政の投資力の低下が考えられ、少ない投資力で健全な都市経営のできるような都市

構造が今後ますます求められる。 
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行政コストの増大 

環境負荷の増大 

（資料：青森市資料） 

▲青森市の除排雪経費と累計降雪量の関係 

▲運輸部門におけるCO2排出量の推移 

（資料：日本の 1990～2003 年度の温室効果ガス排出量データ 

 （独立行政法人国立環境研究所地球環境研究センター 温室効果ガスインベントリオフィス）） 

(資料：平成 14 年国土交通白書) 

▲維持管理・更新投資需要の推計 

 （2002年度以降総投資額対前年度比△2%の場合）

※維持管理に関する将来のコスト縮減などは見込んでいない 

日本全体の CO2 排出量の 2 割を占める

運輸部門においては、CO2 排出量を 2 億

5000 万 t-CO2 に抑制するための各施策が

推進されているが、自家用自動車からの

CO2 排出量は 1990 年と比べると約 50%も

増加しており（運輸部門全体では約 20%

の増加）、自動車依存からの脱却は、地球

環境問題へ対応するうえでも重要である

と言える。 

532

518
1991 年とほぼ同じ 

516

1,657 

1991 年の約 3 倍 

997

1,162 
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国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、日本の人口は 2007 年前後を境に減少過程に突

入することが予測されている。東北地方は 2000 年をピークに既に全国平均を上回る速度で人口減

少が進展しつつあり、2030 年にはピーク時から 120 万人もの人口が減少するとされている。 

また、平均寿命の延びや出生率の低下に伴い、総人口に占める老年人口(65 歳以上)の割合は急

激に増加し、世界に例を見ない早さで本格的な高齢化社会が到来することが予想される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人口減少・高齢化社会の到来に備える 

（資料：国勢調査および国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来

推計人口(平成14年1月)」中位推計および「都道府県の将来推計人口

(平成14年3月)」より作成） ▲河北新報(H18.7.1) 

▲東北地方の年齢３区分別人口推移 

▲全国と東北地方の人口推移 

（資料：国勢調査および国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成14年1月)」中位推計 

   および「都道府県の将来推計人口(平成14年3月)」より作成） 

県 年 次 
人口 

(千人) 
高齢化率

2000 年 1,475 19.5%
青森県

2030 年 1,265 33.2%

2000 年 1,416 21.5%
岩手県

2030 年 1,232 32.3%

2000 年 2,364 17.3%
宮城県

2030 年 2,317 28.4%

2000 年 1,189 23.5%
秋田県

2030 年 914 36.2%

2000 年 1,244 23.0%
山形県

2030 年 1,032 32.7%

2000 年 2,126 20.3%
福島県

2030 年 1,856 31.1%
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 東北の人口は 2000
年(ピーク時)から
120 万人減少 
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参考２．「東北地方の中小都市」の特性 

 
 
 
■雪が暮らしに大きく影響 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■農地、自然が多い 
 

東北地方は、国土のほとんどが広大な農地や森林で占められており、市街地の面積は３％程度

に過ぎない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

（資料：平成 12 国勢調査,平成 17 年都市計画年報）

東北地方は奥羽山脈などが縦走し、地域に豊かな

自然をもたらしている。また、面積の約８割が豪雪

地帯に指定されており、多くの市町村の暮らしに雪

が影響している。 

豪雪地帯 過去 30 年間の累年平均積雪積算値が 5,000cm/日以
上の地域（豪雪地域）が 2/3 以上の市町村 

特別豪雪地帯 豪雪地域のうち、過去 20年間の累年平均積雪積算値
が 15,000cm/日以上の地域が半分以上である市町村
で、かつ、積雪による自動車交通等が途絶するなど、
住民の生活に著しい支障を生じる市町村 
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特別豪雪地帯 

豪雪地帯 

指定無し 

▲東北地方においては雪が暮らしに大きく影響 

（青森県青森市）

▲農地や自然に囲まれる市街地（山形県米沢市）
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▲東北地方の自然特性 

▲各地方の土地利用比率 
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■広大な地域に都市が点在 
 

東北地方の地形は、急峻な山脈・山地により地域が分断され、点在する小平野・盆地に主要

な都市が形成されてきたため、他の地方と比べて都市間距離が長く、全国平均の 1.4 倍となっ

ている。DID 区域の分布状況を見ても、大都市圏のある関東地方と比べて、東北地方は分散し

て都市が形成されていることがわかる。 
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※

※都市数に町村は含まれない 

(資料：平成 12 年国勢調査より作成) 

▲各地域ブロックの平均都市間距離 

青森 
弘前 八戸

秋田 

山形 

盛岡

酒田 

鶴岡 

仙台 

福島 

郡山 

いわき

石巻 

東北平均都市間距離 

面積66,900km2 

63市(町村除く) 
＝32.6km

関東平均都市間距離 

面積32,400km2

162市(町村除く)
＝14.2km 

▲東北地方と関東地方のDID区域の分布状況 
(資料：平成 12 年国勢調査より作成) 
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■大都市より人口減少が著しい 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■大都市より高齢化が進む 
 
 
 
 

 
 
 
 

人口 10万人以上の人口規模の大きい市では将

来人口の減少は緩やかだが、人口 3 万人～10 万

人未満の「東北地方の中小都市」では、比較的

大きな人口減少が予測されている。    

▲東北地方の人口増減率予測(2030 年人口/2000 年人口) 

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（平成 15 年 12 月）） 
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人口特性 

▲東北地方の高齢化率予測(2030 年) 

（資料：国立社会保障・人口問題研究所 「日本の市区町村別将来推計人口」(平成 15 年 12 月）） 

東北地方は全国を上回る速さで高齢化が進

み、2030 年には 3人に 1人が高齢者となる。 

高齢化率は人口規模の小さい市町村ほどより

高い値となることが予測されている。   
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高齢化率（％） 
 60%～ 

 50%～60% 

 40%～50% 

 30%～40% 

 20%～30% 

 10%～20% 

  0%～10%  

※高齢化率 
65 際以上の高齢者人口が
総人口に占める割合 

▲東北地方の都市規模別高齢化率の推移(2000 年→2030 年) 

全国：17.4% → 29.6% 
東北：20.4% → 31.6% 

▲東北地方の都市規模別人口増減率予測 

(2030 年人口/2000 年人口) 

-12.2%

-3.4%

-9.0%

-25.2%

-30%-25%-20%-15%-10%-5%0%

東北計

10万人以上

3万～10万人
未満

3万人未満

16.7%
20.1%

24.8%

31.0%

36.9%

28.4%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

10万人以上 3万～10万人
未満

3万人未満

2000年高齢化率 2030年高齢化率
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■周辺市町村の就業地 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■商業等の都市的サービスの提供 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

非日常的な買い物である買回品の流出入状況

を見ると、人口 3 万人～10 万人未満の「東北地

方の中小都市」も周辺町村の商業拠点としての

役割を果たしていることが分かる。 

上記を反映して、「東北地方の中小都市」では

一人当たりの商業販売額が、3万人未満の市町村

を上回っている。 

周辺市町村からの通勤率(通勤者数/就業者数)

が 10%以上の市町村を一次通勤圏市町村とする

と、人口 3万人～10 万人未満の「東北地方の中小

都市」における一次通勤圏市町村人口は、自都市

人口の約 1.7 倍となる。 

「東北地方の中小都市」は、人口規模が小さい

ながらも周辺市町村から広く通勤流入しており、

地域の就業拠点としての役割を担っていることが

分かる。 

社会特性 

(千円) 

2,789

2,106

1,058

4,656

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

東北全体 10万人以上 3万～10万人
未満

3万人未満

▲一人当たり商業販売額 

(資料:平成 16 年商業統計) 

秋田 

能代 大館 

湯沢

横手

大曲 
本荘

気仙沼 

仙台 

古川 
石巻 

青森
弘前

八戸 

三沢 

むつ 

十和田 

五所川原 

久慈 

盛岡 

花巻 
宮古 

釜石 北上 

一関 
大船渡 水沢 

山形

鶴岡

酒田
新庄

米沢

東根

長井

郡山

福島

いわき

相馬 

会津若松 

喜多方

白河

原町 

人口 10万以上の都市 

人口 3万人～10万人未満の都市 
人口 10 万以上の都市への
買回品流出率 30%以上 
人口 3万人～10万人未満の都市
への買回品流出率 30%以上 

※買回品流出率 
買回品について、他市町村に
買い物に行く買物客の割合 

買回品(非日常の買い物)

文化品(電気器具・家具・書籍等),身回品(履物・時計
等),衣料品(洋服・寝具等),贈答品 

(資料:平成 14 年東北７県消費購買動向調査(東北折込広告協議会)) 

▲東北地方における買回品流出図 

秋田 

能代 大館 

湯沢

横手

大曲 
本荘

気仙沼 

仙台 

古川 
石巻 

青森
弘前

八戸 

三沢 

むつ 

十和田 

五所川原 

久慈 

盛岡 

花巻 
宮古 

釜石 北上 

一関 
大船渡 水沢 

山形

鶴岡

酒田
新庄

米沢

東根

長井

郡山

福島

いわき

相馬 

会津若松 

喜多方

白河

原町 

※一次通勤圏 
母都市への通勤割合が 
10%以上の市町村 

▲人口規模別都市の一次通勤圏の広がり 

（資料:平成 12 年国勢調査） 

人口 10万人以上の都市 

人口 3万人～10万人未満の都市
人口 10 万以上の都市の
一次通勤圏 
人口 3万人～10万人未満の都市
の一次通勤圏 

▲母都市人口を１とした場合の一次通勤圏市町村人口 

(資料:平成 12 年国勢調査) 

※ただし、人口 10 万以上の都市の一次通勤圏となっている

市町村は除いている 

1.0 1.0

0.48
0.71

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

人口10万人以上
の都市の通勤圏

人口3万人～10万人
未満の都市の通勤圏

母都市 一次通勤圏

※ 

周辺市町村

から広く通

勤流入 
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■市街地の拡大志向が強い 
 

市町村の策定する都市計画マスタープランについて、市街地整備の方向性を類型化すると、

県庁所在地等の人口規模の大きな都市については市街地の拡大を抑制しようとする記述が目立

つが、人口 3万人～10 万人未満の「東北地方の中小都市」については、市街地を拡大し人口を

増加させようとする傾向が強い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 拡大志向が強い 
東北地方の中小都市 

 抑制志向が強い東北
地方の大規模な都市 

▲都市計画マスタープラン(市町村マスタープラン) 

（資料：Ｈ12 街なか居住研究会資料に基づき作成） 

積極的拡大：具体的な拡大市街地あり
消極的拡大：市街地の拡大方針のみ 
記述無し：拡大、抑制の記述なし 
消極的抑制：現状の市街地維持 
条件付抑制：市街地抑制を計画 
積極的抑制：積極的な市街地抑制 
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参考３．目抜き通り※の再生イメージ ※目抜き通り：店舗等が集積する都市の中心となる
通りであり、都市の文化等に触れる
ことが出来る都市を象徴する場所 

※ 「青葉通再生基本構想」の青葉通り再生のイメージ 

 民 地  民 地  道 路 (官 地 )

歩 道 歩 道車 道

民地 民地 道路(官地)

建物と一体とな

った賑わい空間  
沿道 

溜まり空間 

ｾｯﾄﾊﾞｯｸ 

歩行空間 歩行空間車道

通 り と 一 体

と な っ た 賑

わい空間  

都 市の 文 化 や

歴 史等に 配 慮
した街並み  

 

沿道溜まり空間 

沿道溜まり空間 

せせらぎの導入 

弾力的な車道設定 

弾力的な歩道設定 

既存植樹 

建物と一体とな
った賑わい空間  

平面図 

断面図 

官民境界にこだわらず、

弾力的に既存の街路空

間、建物が再生され、都

市の文化や歴史等を感

じることができる賑わ

いのある空間を確保 

※「社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土分科会都市計画部会都市交通・
市街地整備小委員会 中間とりまとめ(H18.7)」を元に作成 
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参考４．資料出典一覧 

ページ 資料 出  典 備  考 

２．「持続可能な都市」の基本理念     

Ｐ4 
生涯学習の取り組み 

（宮城県栗原市） 

宮城県 HP 

県政だより 「2006 年１月号」 

http://www.pref.miyagi.jp/kohou/kenseidayori/bac

knumber/200601/information/genki/genki.htm 

  
住民による歩道除雪の状況 

（岩手県宮古市） 
東北地方整備局資料   

  
街なかの通り 

（秋田県湯沢市） 

全国街路事業促進協議会ＨＰ  

「全国街路事業コンクール 」 
http://www.gaisokkyo.jp/kyougikai/15.html 

  
互市 

（岩手県一関市（旧花泉町）） 
東北地方整備局資料   

Ｐ5 
「こみせ」を核としたまちづくり 

（青森県黒石市） 
東北地方整備局資料（「主な地域づくり団体」より）   

  
美しい農村風景 

（山形県飯豊町） 

農林水産省ＨＰ 「美しい農村景観づくり 『美しい

日本のむら景観コンテスト受賞市町村の紹介』」 

http://www.maff.go.jp/nouson/seisaku/21j/no1/m

ura11.html 

  
福島西道路地域懇談会の状況 

（福島県福島市） 
東北地方整備局資料   

  
住民との協働による道路緑化 

（福島県田村市） 

ふくしま教育情報データベース HP（福島県教育委

員会）  

http://www.db.fks.ed.jp/pic/10033.001/10033.001.

00001.html 

３．「東北地方の中小都市」のコンパクトシティ     

Ｐ8 イメージ図（左、中） 「新しい時代の都市づくりに向けて」（新潟県発行）   

  イメージ図（右下） 「シビックコア地区整備制度」 （国土交通省）   

４．コンパクトシティの実現に向けて     

Ｐ17 
民有地の雪寄せ場活用状況 

（青森市内） 
国土交通省 都市・地域整備課 HP http://www.mlit.go.jp/crd/chisei/yuki/PDF16.pdf 

  
除雪写真 

（秋田県横手市） 
「防雪の都市（まち）づくり」（秋田県横手市発行）   

Ｐ18 
住宅改善支援事業 貸付事務フロー 

（山形県酒田市） 

酒田市 HP  

「酒田市住宅改善資金貸付について パンフレット」

http://www.city.sakata.yamagata.jp/Contents/ePa

ge.asp?CONTENTNO=124 

  
店舗・住宅の写真 

（福島県三春町） 
東北地方整備局資料   

Ｐ19 
筆甫クラインガルデン 

（宮城県丸森町） 
交流居住のススメ HP http://kouryu-kyoju.net/detail/program.php?i=13 

  マイホーム借り上げ制度の仕組み 移住・住み替え支援機構ＨＰ   

Ｐ20 
循環バス「ハチ公」/バス路線図 

（秋田県大館市） 

国土交通省ＨＰ 

「全国のバス再生事例集」 「コミュニティバス関係」

http://www.mlit.go.jp/jidosha/topics/bus_saisei/bu

s.html 

  
デマンドバス導入事例  

（宮城県栗原市（旧一迫町）） 

宮城県ＨＰ 

「地域づくり最前線リポート」  

http://www.pref.miyagi.jp/tisin/hustle/hustle_21/fo

rfront/forefront01.htm 

Ｐ21 

沿道店舗の買物スペース/車椅子の

体験試乗/社会実験内容 

（岩手県花巻市（旧東和町）） 

国土交通省道路局ＨＰ 

「社会実験報告会」【テーマ３ NPO 等との協働に

よる道活用】 

http://www.mlit.go.jp/road/demopro/result/houko

ku_h16.htm 

  
写真左/中 

（青森県青森市） 

（財）えひめ産業振興財団 HP 

「情報えひめ」 2000年1月号 先進商店街づくり若

手リーダー養成セミナー’９９ 先進事例研究１ 

http://www.ehime-iinet.or.jp/johoehime/ehime/bac

knum/0001/page03/jirei01.htm 

  
写真右 

（青森県青森市） 

青森市新町商店街 HP 

「しんまち商店街とは」「利用できる便利なもの」 
http://www.jomon.ne.jp/~sinmati1/ 

Ｐ22 
街なかで移転した新荘内病院/シビッ

クコア地区（山形県鶴岡市） 
東北地方整備局資料   

  
台町商店街 

（宮城県大崎市（旧古川市）） 
台町商店街 HP http://www.xpress.ne.jp/~daimachi/ 
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ページ 資料 出  典 備  考 

Ｐ23 （青森県弘前市）     

  
西陣 IT 路地 

（京都府京都市） 
西陣 IT 路地 HP http://it-rouji.net/ 

Ｐ24 
アネッサクラブ 

（福島県会津若松市） 

中小企業庁 HP 

「がんばる商店街 77 選」「アイディア商店街」 

http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/sho

utengai77sen/idea/2touhoku/2_touhoku_10.html 

  
鳴子温泉郷ツーリズム特区 

（宮城県大崎市（旧鳴子町）） 
東北地方整備局資料   

Ｐ25 
花のかけはし事業 

（山形県尾花沢市） 
東北地方整備局資料   

  
地区公民館運営の形 

（福島県会津坂下町） 

青森県ＨＰ 

「ＮＰＭに基づくアウトソーシング事例」 

http://www.think-t.gr.jp/NPM/02TohokuKanto1_1.

html 

Ｐ26 
山形カロッツェリア プロジェクト 

（山形県） 

山形県 HP 

「山形カロッツェリア プロジェクト」 

http://www.pref.yamagata.jp/international/patrona

ge/6110003publicdocument200603013253024243.h

tml 

  
道の駅「遠野 風の丘」/夢咲き茶屋 

（岩手県遠野市） 

ＪＡ岩手県中央会 HP 

「いわての輝く女性 平成 17 年 11 月」 
http://ja-iwate.or.jp/woman/index.html 

Ｐ27 
都市計画図 写真 

（山形県鶴岡市） 
東北地方整備局資料   

Ｐ28 
土地利用調整条例 

（宮城県仙台市） 
パンフレットを基に作成   

Ｐ29 
検討例：空き地・空き家を活用した戸

建て住宅地の再生・再編 

国土技術政策総合研究所 HP 

「プロジェクト研究 No.28」 
http://www.nilim.go.jp/engineer/index.html? 

Ｐ30 
レインボープラン 

（山形県長井市） 

長井市 HP 

「レインボープランとは」 
http://www.city.nagai.yamagata.jp/rainbow/ 

  
菜の花プロジェクト 

（山形県金山町） 
菜の花プロジェクト HP http://www.nanohana.gr.jp/index.php 

Ｐ31 
右写真 

（山形県鶴岡市） 

国土交通省 HP 景観形成ガイドライン「都市整備

に関する事業」（案） 事例集 

http://www.mlit.go.jp/crd/city/plan/townscape/gui

deline/pdf/03gairo-01.pdf 

  左写真 東北地方整備局資料   

  
大工通り写真 

（岩手県遠野市） 

東北地方整備局 HP 

「未来を築く地域づくり支援の紹介」 

http://www.thr.mlit.go.jp/honkyoku/jouhou/chiiki/

mirai/shizen02.htm 

Ｐ32 

（有）米作りヒーローの農地契約の仕

組み 

（宮城県大崎市） 

有限会社 ヒーローＨＰ 

「事業モデルと契約の概要」 
http://www.hearoc.co.jp/sanka.html 

  
萱の刈り取りに挑戦する小学生 

（青森県横浜町） 

農林水産省 HP 

「耕作放棄地解消事例集」 

http://www.maff.go.jp/nouson/chiiki/houkichi/jirei

/index.html 

  菜の花の写真 東北地方整備局資料（「主な地域づくり団体」より）   

Ｐ33 

青森市における郊外への人口流出に

よる投資的経緯の増加 

（青森県青森市） 

国土交通省 HP 「中心市街地再生のためのまちづ

くりのあり方に関する研究アドバイザリー会議報告

書について」 

http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha05/04/040810_.ht

ml 

  
青森県のファシリティマネジメント 

（青森県） 

青森県 HP 

「青森県のファシリティマネジメント」 
http://www.pref.aomori.lg.jp/facility-m/ 

Ｐ34 
福島県商業まちづくりの推進に関す

る条例 （福島県） 
条例を基に作成   

参考資料     

参-1 
郊外に展開される大型ショッピングセ

ンター 
東北地方整備局資料   

  シャッター通りとなった中心市街地 東北地方整備局資料   

参-5 
東北地方においては雪が暮らしに大

きく影響 
東北地方整備局資料   

  
農地や自然に囲まれる市街地 

（山形県米沢市） 
東北地方整備局資料   

 


